
　
　
　
第100回定時株主総会招集ご通知に際しての
　

インターネット開示事項
　
　
　
　
　

　業務の適正を確保するための体制
個別注記表

　
（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

　
　
　
　
　

　
上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、
イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.yomeishu.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様
に提供しております。
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業務の適正を確保するための体制
（1）業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
イ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
め行動規範を定め、個々の役職員が遵守するよう推進を図るとともに、「コン
プライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス意識の普及及び啓発を行
う。

ロ 使用人の職務の執行は、各関係部門が法令及び定款に適合することについて
確認するほか、必要に応じて法律チェックの担当部署又は顧問弁護士に指導を
受けるよう推進する。

ハ 代表取締役社長の直轄の内部監査部門が職務執行に関わる関係法令、経営方
針、社内規定その他規範の遵守が行われているか内部監査を行う。

ニ 「内部通報制度運用規定」を整備し、取締役及び使用人は、不正、違法、反
倫理的行為が発生した場合又はその恐れがあると判断した場合は内部通報する
こととし、その事実が確認された場合、代表取締役社長に報告しなければなら
ない。

ホ 反社会的勢力とは一切関係を持たない旨を行動規範に定め、市民社会の秩序
や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては警察や顧問弁護士等と
連携し、毅然として対応する。

　
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役及び執行役員の職務の執行に係る取締役会、経営会議、経営企画会議等
の議事録、稟議書その他の重要な情報は、社内規定に従い適切に保存管理するも
のとする。
　また、これらの文書は監査役の要求があった場合、速やかに提出しなければな
らない。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ 業務活動全体におけるリスク管理に関しては、各関係部門で規定及びガイド
ラインの制定並びに研修の実施を行うとともに、代表取締役社長の直轄の「コ
ンプライアンス委員会」及びその諮問機関である「危機管理委員会」が社内規
定に基づいてリスクの把握・リスク対策の検証を行う。

ロ 代表取締役社長の直轄の内部監査部門が監査計画に基づきリスク対策の有効
性の評価を行う。

ハ リスクが発生し、重大な損害が予想される場合には、「コンプライアンス委
員会」が対応するとともに、代表取締役、監査役、取締役会及び経営企画会議
に報告しなければならない。

　
④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ 取締役会による経営意思決定・監督機能と、執行役員による事業の業務執行
機能とを原則として分離し、全社的な事業運営レベルにおける分権経営を強化
するために執行役員を設置し、「執行役員規定」に基づき取締役会の定めた業
務執行を行う。

ロ 取締役会の意思決定の効率化を図るため、取締役の人員の適正化を図るとと
もに、コーポレート機能として設置した経営企画会議では、重要な人事・報酬
及び取締役会に付議・報告すべき重要な事項、業務執行状況の管理、経営の執
行に係る企画・政策事項について、事前に協議する。

ハ 代表取締役、執行役員及び部門長全員の参加による経営会議において経営方
針に基づく業務執行についての協議、執行状況の報告を行う。

ニ 取締役会の監督機能を果たすため、取締役会の決定事項に係る業務の執行状
況は、取締役会及び経営会議で報告し、又は決裁書で回議する。

ホ その他の重要な業務の執行について、社内規定により、意思決定を行う機関
及び手続の整備を行う。

へ 中期経営計画を定め各年度の経営方針を決定し、これに基づいて職務を執行
し、業績管理実施要領に基づき経営計画の進捗について定期的に実績の評価及
び分析を行う。
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⑤ 監査役の職務を補助すべき使用人及びその使用人の取締役からの独立性並びに
その使用人に対する監査役の指示の実効性に関する事項
イ 現在、監査役から当社の規模等を考慮し、監査役の職務を補助すべき使用人
を置くことを求められてないため、当該使用人は置いていないが、内部監査部
門は、監査役と連携し監査効率の向上を図るよう努めることとする。監査役が
その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役は監査役と協議
のうえ、必要に応じて使用人を置くこととする。

ロ 監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合、当該使用人の人事等につい
ては、取締役と監査役が意見交換を行い決定する。

ハ 監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合、当該使用人は、監査役の指
揮命令の下でその職務を遂行する。

　
⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に
関する体制
イ 取締役会その他の重要な会議に監査役が出席し、取締役の意思決定の過程及
び執行状況について効率的な監査が行えるようにする。

ロ 「コンプライアンス委員会」に監査役が出席し、取締役の職務執行の監査を
行うとともに、リスクが発生し、重大な損害が予想される場合の対応の監査が
効率的に行えるようにする。

ハ 各種会議議事録、稟議書等の文書は監査役の要求があった場合、速やかに提
出するものとし、社内規定による報告体制の整備を行う。

ニ 取締役及び使用人は、不正、違法、反倫理的行為が発生した場合又はその恐
れがあると判断した場合は内部通報することとし、その事実がないことが確認
できない場合、監査役が出席する「コンプライアンス委員会」を開催する。ま
た、内部通報の通報者に対し、通報を理由とした懲戒処分や不利益な配置転換
その他不利益な取扱いは行わない。

ホ 取締役及び使用人は、財産、評判等を著しく毀損するおそれのあるリスク及
びあらかじめ定められたリスクの発生を発見した場合は、直ちに「コンプライ
アンス委員会」のいずれかの委員及び監査役に報告するものとする。
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⑦ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該
職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役の職務の執行について生ずる費用については監査役の要望を受け予算を
措置する。また、監査役がその職務の執行について、会社に対し費用の前払い等
の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に
必要でないことを証明した場合を除き支払うものとする。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ 代表取締役と監査役の定例会議を開催し、会社が抱える問題、リスクについ
ての説明の機会を設けるほか、監査環境等についても意見交換を行う。

ロ 「内部監査規定」、年間の監査計画等により、内部監査部門、監査役及び会計
監査人との連携について明示し、相互の協力及び情報交換に努める。

　
（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① コンプライアンスに関する取組み
・コンプライアンス委員会を年２回開催しました。また、コンプライアンス意
識の普及啓発のため、役職員に向けた情報提供を毎月２回行うとともに、各
部門のコンプライアンスリーダーによる研修を半期毎に実施したほか、個人
情報保護に関する研修を実施しました。

・コンプライアンスリーダーが自身の役割を理解し、主体的にコンプライアン
ス意識の普及啓発活動に取り組むことを目的として、コンプライアンスリー
ダーとの情報共有・意見交換会を実施しました。

・内部通報制度の運用状況について定期的にコンプライアンス委員会に報告し
ました。
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② リスク管理に関する取組み
・各部門がリスクの自己評価を行い、その結果をコンプライアンス委員会及び
その諮問機関である危機管理委員会に報告するとともに、重要なリスクにつ
いては、リスクの自己評価の結果や経営環境の変化に応じて適切に管理され
ているか検証を行いました。

・リスクが発生したと仮定し、リスク発生時の対応マニュアルに沿った対応方
法の確認を関係部門の代表者と行いました。

　
③ 職務執行が効率的に行われることに関する取組み
・経営企画会議を毎月開催し、重要な人事・報酬及び取締役会に付議・報告す
べき重要な事項、業務執行状況の管理、経営の執行に係る企画・政策事項に
ついて、協議いたしました。また、経営会議を毎月開催し、経営方針に基づ
く業務執行についての協議、執行状況の報告を行いました。

・意思決定の効率化を図ることを主な目的として、稟議決裁手続の電子化を行
いました。

・中期経営計画について、業績管理実施要領に基づき定期的に実績の評価及び
分析を行いました。

　
④ 内部監査の取組み
　内部監査部門が内部監査計画に基づき全部門を対象としてコンプライアンス監
査、業務監査及び会計監査を半年毎に実施し、評価を行うとともに、その結果を
取締役会に報告いたしました。
　

⑤ 監査役監査の取組み
・取締役会、経営会議、コンプライアンス委員会などの重要な会議へ出席する
とともに、全事業所を訪問し執行状況の確認を行いました。また、代表取締
役と監査役の定例会議を２回開催し、会社が抱える問題、リスクについての
説明、監査環境等についての意見交換を行いました。

・内部監査部門、監査役及び会計監査人との打ち合わせを定期的に実施し、相
互の協力及び情報交換を行いました。
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個 別 注 記 表

　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）
（2）その他有価証券

時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法
2. たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産
商品、製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品

……………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産…………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）、平成
28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物並びに太陽光発電設
備については、定額法を採用しております。
また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額
まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

（2）無形固定資産…………定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

4. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計
上しております。

（3）役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき
計上しております。
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（4）役員株式給付引当金
株式交付規程に基づく当社の取締役等への当社株式の交付等に備えるため、
当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（5）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（15年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費用処理しております。

（6）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上して
おります。
なお、平成16年６月に役員退職慰労金制度を廃止しており、役員退職慰労
引当金残高は従前の制度による在任役員に対する支給予定額であり、平成
16年４月以降の要支給額の新たな発生はありません。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たす為替
予約については、振当処理によっております。

（2）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(追加情報)
(役員報酬ＢＩＰ信託に係る取引について)
当社は、取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）及び当社と委任契約を締結して
いる執行役員（以下「取締役等」という。）を対象に、信託を通じて自社の株式を交
付する取引を行っております。
(1)取引の概要
当社は、平成27年６月26日の第97回定時株主総会決議に基づき、これまで以上
に当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的
として、会社業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い役員報酬制度とし
て、業績連動型の株式報酬制度である「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入いたしました。
本制度では、取締役等のうち一定の要件を充足するものを受益者とし、当社が当
社株式の取得資金を拠出することにより信託を設定します。当該信託は、予め定め
る株式交付規程に基づき取締役等に交付すると見込まれる数の当社株式を、当社か
らの第三者割当により取得します。その後、当該信託は、株式交付規程に従い、信
託期間中の各事業年度の業績目標の達成度等に応じて、当社株式及び当社株式の換
価処分金相当額の金銭を役員報酬として、毎年一定時期に交付及び給付いたします。
(2)信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）に
より、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及
び株式数は、当事業年度において64,531千円、31,883株であります。

　
（貸借対照表に関する注記）
　 有形固定資産の減価償却累計額 17,558,936千円
　
（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高
　営業取引以外の取引高 31,581千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の総数に関する事項
普通株式 16,500,000株

2. 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 2,785,449 80 13,272 2,772,257
（注１）普通株式の自己株式の株式数の増加80株は、単元未満株式の買取りによる

ものであります。
（注２）普通株式の自己株式の株式数の減少13,272株は、役員報酬ＢＩＰ信託から

株式交付対象者への交付によるものであります。
（注３）当事業年度末の自己株式の株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社

株式31,883株が含まれております。
　
3. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

平成29年６月29日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項
① 配当金の総額 550,388千円
② １株当たり配当額 40円
③ 基準日 平成29年３月31日
④ 効力発生日 平成29年６月30日

（注) 配当金の総額には役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式45,155株に対する
配当金1,806千円が含まれております。

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度にな
るもの
平成30年６月28日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。
① 配当金の総額 550,385千円
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 40円
④ 基準日 平成30年３月31日
⑤ 効力発生日 平成30年６月29日

（注) 配当金の総額には役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式31,883株に対する
配当金1,275千円が含まれております。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　賞与引当金 64,063千円
　未払事業税等 11,483千円
　減価償却費 6,170千円
　減損損失 157,706千円
　役員退職慰労引当金 14,456千円
　その他 48,124千円
　繰延税金資産小計 302,004千円
　評価性引当額 △113,551千円
　繰延税金資産合計 188,452千円
繰延税金負債
　前払年金費用 △224,272千円
　固定資産圧縮積立金 △3,614千円
　固定資産圧縮特別勘定積立金 △350,961千円
　その他有価証券評価差額金 △2,732,047千円
　繰延税金負債合計 △3,310,894千円
　繰延税金負債の純額 △3,122,441千円
　

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については、資産の保全を第一とし比較的安全性の高い
預金、債券等に限定し、また、資金調達については銀行借入れによる方針で
す。なお、デリバティブ取引については、輸入取引に係る為替相場の変動リ
スクの回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針です。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関して、当社は、与信管理規定を定め、取引先の経営状況に応じた与
信枠の設定、取引保証金の受入等を行う体制としております。
有価証券及び投資有価証券並びに関係会社株式は、債券、譲渡性預金及び
主として業務上関連性のある企業の株式であります。
長期預金は、定期預金であります。
債券は、市場価格の変動リスク及び信用リスクに晒されております。また、
譲渡性預金及び長期預金は、信用リスクに晒されております。当社では、資
金運用管理規定を定め、債券については信用力の高いもののみを対象とし、
譲渡性預金及び長期預金については、信用力の高い金融機関とのみ取引をし
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ております。また、償還期限、預入期間が長期に及ぶものについては、長期
的な資金需要と金利の動向を勘案して、慎重にその選定を行っております。
なお、資金運用管理規定に定めのない金融商品の取り扱いにつきましては、
取締役会の決議事項としております。
株式については、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に
把握された時価の取締役会への報告や、保有先企業との状況を勘案した継続
的な見直しを行っております。
営業債務である買掛金は１年以内の支払期日であります。
長期預り金は、主に営業債権の保全を目的に取引先から受け入れた取引保
証金であります。
営業債務や長期預り金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では各
部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新するなどの方法によ
り管理しております。
デリバティブ取引は、輸入取引に係る為替の変動リスクの回避を目的とし
た先物為替予定取引であります。デリバティブ取引の執行・管理については、
取引権限を定めた社内管理規定に従って行っており、また、デリバティブの
利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用力の高い金融機関と
のみ取引を行っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、
次表には含めておりません。
（（注２）を参照ください。）

（単位：千円）
　 貸借対照表計上額（*1） 時 価（*1） 差 額

（1）現金及び預金 8,234,447 8,234,447 ―
（2）売掛金 2,415,890 2,415,890 ―
（3）有価証券及び投資有価証券並

びに関係会社株式
①満期保有目的の債券 3,300,664 3,312,380 11,715
②その他有価証券 19,394,218 19,394,218 ―

（4）長期預金 3,700,000 3,700,000 ―
（5）買掛金 (272,452) (272,452) ―
（6）長期預り金 (1,264,663) (1,264,663) ―
（7）デリバティブ取引（*2） (464) (464) ―
（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（ ）で示しております。
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する
事項

（1）現金及び預金並びに（2）売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

（3）有価証券及び投資有価証券並びに関係会社株式
　これらの時価について、債券及び株式は、取引所の価格等によっておりま
す。また、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額にほぼ
等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（4）長期預金
　長期預金の時価は、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フロー
を新規に預金を行った場合に想定される預金金利で割り引いた現在価値によ
り算定しております。

（5）買掛金
　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

（6）長期預り金
　長期預り金は、返済期限がないことから、決算日に要求された場合の支払
額（帳簿価額）を時価とみなしております。

（7）デリバティブ取引
　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注２） 非上場株式（貸借対照表計上額915,656千円）は、市場価格がなく、時価
を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）有価証券及び投資有
価証券並びに関係会社株式」には含めておりません。

　
（賃貸等不動産に関する注記）
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社では、東京都その他の地域において、自社ビルの一部賃貸や賃貸倉庫等を所有
しております。
2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時 価

809,514 3,393,022
（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であり

ます。
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（注２） 当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による
不動産鑑定評価基準に基づく金額、その他の物件については重要性を鑑み、
主として固定資産税評価額等の適切に市場価格を反映していると考えられ
る指標に基づく価格で算定したものであります。

　
（関連当事者との取引に関する注記）
該当事項はありません。
　
（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 3,019円73銭
2. １株当たり当期純利益 117円68銭
（注) 株主資本において自己株式として計上されている「役員報酬ＢＩＰ信託」

に残存する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総
数から控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり当期純利益の
算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま
す。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末自己株式は
31,883株であり、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式
の期中平均株式数は35,317株であります。

　
（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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